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平成27年4月1日現在の給与勧告の対象職員は，31,057人(平均年齢43.6歳)（注１）です。
このうち，民間給与との比較を行っている行政職は，5,937人(平均年齢43.5歳) （注２）,

給与勧告対象職員の19.1％となっています。

（注１）平成27年職員給与実態調査の対象職員(休職中，育児休業中の職員や再任用職員，非常勤及び臨時の職員等を除く。)の人数等である。
（企業職員，病院事業職員及び技能労務職員は，職員給与実態調査及び給与勧告ともに対象外のため，この数字に含まれていない。）

（注２）行政職給料表の適用を受ける職員から，平成27年４月１日付け新規学卒の採用者等を除いたもの
（注３）年齢は，平成27年４月１日現在の満年齢
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１－① 給与勧告の対象職員
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ষ 県庁等の行政職員 6,065 43.0

ਁ 警察官 4,665 38.4

ਲহ 船員 22 48.6

ઇقك 県立医療大学の教員 106 48.8

ઇقك 高校，特別支援学校の教員 5,812 44.7

ઇقਕك 小・中学校の教員 13,598 45.2

ଢ଼ 研究員 256 40.6

ୢقك 医師，歯科医師 20 44.6

ୢقك 薬剤師，栄養士 260 40.5

ୢقਕك 保健師，看護師 194 40.8

ૣක 児童指導員，職業指導員 52 42.8

્ભહ৩ 特定任期付職員 3 56.8

ਸ਼ڮಀભહଢ଼৩ 任期付研究員（若手育成型） 4 34.8
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ஔଖಉभ૾ய

شॼ५
（前年8月から当年7月まで）

人事委員会では，職員と民間の４月分の給与(月例給)を調査した上で，精密に比較し，職員の給与水準を民間の給与水準に
均衡させることを基本とし，人事院勧告の内容や他の都道府県の動向等を踏まえて勧告を行っています。

また，特別給についても，民間の特別給(ボーナス)の過去１年間(前年８月から当年７月まで)の支給実績を精確に把握し，
民間の年間支給割合に職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。
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ষधড়भஔଖ॑ૻຎ
役職段階，学歴，年齢を同じくする者同士の給与を比較（※）

（ラスパイレス方式）

※新規学卒の採用者等を除く
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企業規模50人以上かつ
事業所規模50人以上の
事業所を実地調査

母集団事業所
県内1,188事業所のうち，
255事業所を調査
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県知事
（勧告の取扱い決定）

県議会
（給与条例の改正）

৩भ્શஔभফ੍ஔাਯध
ড়भ્શஔभফ੍ஔસ়॑ૻຎ

人事院勧告，
他の都道府県の動向等

関係者の
要望・意見等

条
例
案
提
出
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１－② 給与勧告の手順
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月例給の民間給与との比較(ラスパイレス比較)においては，個々の職員(行政職)に民間の給与額を支給したとすれば，これに要する支
給総額(Ａ)が，職員の支給総額(Ｂ)に比べてどの程度の差があるかを算出しています。

具体的には，以下のとおり，役職段階，学歴，年齢階層別の職員の平均給与(注1)と，これと条件を同じくする民間の平均給与(注2)の
それぞれに職員数を乗じた総額を算出し，両者の水準を比較しています。

民間給与×職員数

26・27歳
24・25歳（役職段階） （学 歴） （年齢階層） （民間給与総額(Ａ)） （職員給与総額(Ｂ)）

１級（主事）

２級（主事）

３級（主任等）

４級（係長）

５級（課長補佐）

６級（課長補佐等）

７級（課長）

８級（次長）

９級（部長等）

大 卒

短 大 卒

高 卒

中 卒

行
政
職

22・23歳

20・21歳

18・19歳

16・17歳

民間給与×職員数

民間給与×職員数

民間給与×職員数

職員給与×職員数

職員給与×職員数

職員給与×職員数

職員給与×職員数

民間給与総額
÷ 職員総数
＝ 381,725円(a)

職員給与総額
÷ 職員総数
＝ 380,183円(b)

役職段階に応じて,「１級(主事)」と同
様，学歴別，年齢階層別に民間給与総額
及び職員給与総額を算定

１－③ 民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）
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（注1）平成27年職員給与実態調査の結果を基に算出
（注2）平成27年職種別民間給与実態調査の結果を基に算出



本年４月時点の民間給与との較差 1,542円（0.41％）であったため，以下のとおり給料を
引き上げるとともに，地域手当の支給割合の引上げを実施することとしました。

１－④ 民間給与との較差
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（注1） 「मबନॉী」とは，地域手当等のように，給料等の一定割合で手当額が定められているため，給料の改定に伴い手当額が増減す
る分をいう。

（注2） 本県では，従来から総合勘案方式（民間の給与をはじめ，国及び他の都道府県並びに物価及び生計費の動向を総合的に勘案）に
より，国に準じた給料表での改定を行っているが，国準拠の給料表に改定した場合，県職員の級号給の人員分布，手当や現給保障の
受給状況が国とは異なるため，必ずしも較差と改定額は一致しないこととなる。
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１－⑤ 本年の勧告・報告事項

ڭ ਁড়ຎ୷ಉप੦तऎஔଖ（勧告・報告）
Ⓥ ஔમ

・ 行政職給料表：若年層に重点を置きつつ，高齢層も含めて水準を引上げ（平均改定率0.4％）

・ その他の給料表：行政職給料表との均衡を基本に引上げ

Ⓦ ੂભஔ৹ତুਊ

支給限度額を国に準じて引上げ

Ⓧ ୠুਊ

本年4月に遡及して支給割合を引上げ

（県内：一律4％→4.2％，県外等：国準拠）

Ⓨ ଜ؞ඐুਊ

・ 期末・勤勉手当の支給月数の引上げ（4.10月 → 4.20月：＋0.10月分）

・ 引上げ分は国に準じて勤勉手当に配分

Ⓩ ৰৎ

・ 給料表，初任給調整手当及び地域手当：平成27年4月1日

・ 期末・勤勉手当：条例の公布日

ڮ ��ୃ॑தइॊ৩भಊஔ২（報告）
・ 本県の50歳台後半層における公民の給与差，新たな人事評価制度の整備状況及び他の都道府県の

動向等を踏まえ，国に準じて昇給制度を見直し

・ 見直しに当たっては，全ての職員に対する評価結果の昇給への反映の実施に併せて，所要の改正
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（注） モデル給与例の月額及び年間給与は，給料，管理職手当，扶養手当及び地域手当を基礎に算出
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াكق પقك ফஔଖقك া પقك ফஔଖقك

主 事 26 独 身 206,232 3,320,000 209,233 3,390,000 70,000

主 任 37
配偶者
子１人

323,024 5,232,000 324,895 5,295,000 63,000

係 長 46
配偶者
子２人

405,184 6,638,000 407,109 6,711,000 73,000

課長補佐 52
配偶者
子２人

450,736 7,380,000 452,749 7,459,000 79,000

課 長 55 配偶者 543,145 8,661,000 545,331 8,748,000 87,000

次 長
部 長

58 配偶者 626,737 10,275,000 629,084 10,381,000 106,000

１－⑥ 職員（行政職）の平均給与及びモデル給与例
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া પ ফஔଖ া પ ফஔଖ া પ ফஔଖ

43.5歳 380,183 円 6,201,000 円 381,701 円 6,265,000 円
1,518 円

（0.40％）
64,000 円
（1.03％）

৩قষكभஔଖ

（注） 本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。



１－⑦ 最近の給与勧告の実施状況（行政職）

াஔ ્શஔقشॼ५ك ষ৩भফஔଖ
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ਛ��ফ 0.23% 4.95月 ▲ 0.30月 ▲ 10.7万円 ▲ 1.60％

ਛ��ফ 0.10％ 4.75月 ▲ 0.20月 ▲ 7.6万円 ▲ 1.11％

ਛ��ফ 0.08％ 4.70月 ▲ 0.05月 ▲ 1.7万円 ▲ 0.25％

ਛ��ফ ▲ 1.99％ 4.65月 ▲ 0.05月 ▲ 15.8万円 ▲ 2.31%

ਛ��ফ ▲ 1.10％ 4.40月 ▲ 0.25月 ▲ 17.7万円 ▲ 2.63%

ਛ��ফ － 4.40月 － － －

ਛ��ফ ▲ 0.35% 4.45月 ＋ 0.05月 ＋ 0.1万円 ＋ 0.01％

ਛ��ফ － 4.45月 － － －

ਛ��ফ 0.15% 4.50月 ＋ 0.05月 ＋ 2.9万円 ＋ 0.44％

ਛ��ফ － 4.50月 － － －

ਛ��ফ ▲ 0.24％ 4.15月 ▲ 0.35月 ▲ 16.0万円 ▲ 2.45％

ਛ��ফ ▲ 0.23％ 3.95月 ▲ 0.20月 ▲ 9.9万円 ▲ 1.56％

ਛ��ফ ▲ 0.25％ 3.95月 － ▲ 1.5万円 ▲ 0.24％

ਛ��ফ － 3.95月 － － －

ਛ��ফ － 3.95月 － － －

ਛ��ফ 0.24% 4.10月 ＋ 0.15月 + 7.4万円 ＋ 1.21%

ਛ��ফ 0.40% 4.20月 ＋ 0.10月 + 6.4万円 ＋ 1.03%
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２ 給与制度の総合的見直し①

ڭ ஔમಉभৄઉख

Ⓥ ஔમقਛ��ফڰাڭి৷ஔમك
国に準ずることを基本として，新たな給料表へ切替え

মपउऐॊஔଖ২भ়ৄઉखभਏ（平成26年報告・勧告事項）
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ڭ ୠুਊभ੍ஔસ়भ
平成28年4月1日から平成29年3月31日までの間の支給割合について，県職員と国家公務員との地域

手当の措置状況の差異に留意しつつ，所要の措置
ڮ ମᄛભুਊभ（実施時期：平成28年4月1日）

・ 基礎額（現行26,000円）を30,000円に引上げ（＋4,000円）
・ 加算額（現行58,000円限度）を70,000円限度に引上げ（＋12,000円）

মফभਾઔহඨ

・ 民間賃金の低い地域における官民給与の実情を適切に反映するための見直し
・ 官民の給与差を踏まえた50歳台後半層の給与水準の見直し
・ 公務組織の特性，円滑な人事運用の要請等を踏まえた諸手当の見直し

・ 本県職員の給与制度は基本的に国に準拠
・ 国に準ずることを基本方向として給与構造改革を実施
・ 人事院の報告・勧告 等

基本的な考え方

本県の給与制度等を総合勘案した
結果，給与制度の総合的見直しの
実施を判断

・ 給料表の水準を平均２％引下げ
・ １級（全号給）及び２級の初任給に係る号給は引下げを行わず，３級以上の級の高位号給は最大４％程度引下げ
・ ５級・６級について，８号給を増設

給料表の見直し（行政職給料表）

俸給表，諸手当の在り方を含めた
給与制度の総合的見直しを勧告

本
県

国
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２ 給与制度の総合的見直し②

Ⓦ ஔમಉभ���٫પ੍ஔೈ઼भఀૃ

国に準ずることを基本として廃止

ڮ ୠুਊभৄઉख

⑴ 県内勤務職員の支給割合を見直し（６級地：３％ → ６級地：６%）

⑵ 県外勤務職員等については，国に準じて支給

گ ମᄛભুਊभৄઉख

国に準じて，以下のとおり改正

・ 基礎額(見直し前23,000円)を30,000円に引上げ(＋7,000円)

・ 加算額(見直し前年間９回の帰宅回数相当；45,000円限度)を年間12回相当の額；70,000円限度

に引上げ(＋25,000円)

ڰ ଵ৶৩્શඐਜুਊभৄઉख

人事院勧告に準じて，管理職員が災害への対処等の臨時・緊急の必要によりやむを得ず平日深夜

（午前０時から午前５時までの間）に勤務した場合，勤務１回につき6,000円を超えない範囲内の額を

支給

ڱ ৽ૌೈ઼ಉ

・ 新たな給料表の給料月額が平成27年３月31日に受けていた給料月額に達しない職員に対しては，

同年４月１日から平成30年３月31日までの３年間に限り，経過措置としてその差額を給料として支給

・ 諸手当については，段階的に引き上げ，平成30年４月１日に完成


